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○四天王寺大学・四天王寺大学大学院・四天王寺大学短期大学部公的研究費の 

不正使用防止等に関する規程 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、四天王寺大学、四天王寺大学大学院および四天王寺大学短期大学部（以

下「本学」という。）における公的研究費の適正な管理および適切かつ円滑な運営に資す

るため、本学における公的研究費の不正使用の防止および不正使用の事案が生じた場合等

の取り扱いに関し必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

２ 構成員とは、本学の役員および本学に所属する専任教職員就業規則に規定された教育職

員および事務職員、特別任用教員および有期・無期職員就業規則に規定された教育職員お

よび有期・無期職員、本学の施設・設備を利用して研究に携わる者および本学の学生（研

究生その他本学において就学する者を含む。）をいう。 

３ 教職員等とは、前項の者のうち公的研究の運営および管理に関わるすべての者をいう。 

４ 公的研究費とは、文部科学省および他の各省庁または文部科学省が所管する独立行政法

人から配分される競争的資金を中心とした公募型資金をいう。 

５ 競争的資金とは、資源配分主体が広く研究開発課題等を募り、提案された課題の中から、

専門家を含む複数の者による科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて実施すべ

き課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金をいう。 

６ 配分機関とは、文部科学省および競争的資金等を配分する機関をいう。 

７ 公的研究費の不正使用とは、実態とは異なる謝金又は給与の請求、物品購入に係る架空

請求、不当な旅費の請求その他関係法令、競争的資金等の公募型の研究資金等の配分機関

の定め、本学諸規程等に違反して公的研究費を使用することをいう。ただし、故意若しく

は重大な過失によるものでないことが根拠をもって明らかにされた場合は、公的研究費の

不正使用には当たらないものとする。 

８ 部局とは、本学の組織・分掌規程に定める学部、研究科、短期大学部、事務局、付属施

設のことをいう。 

９ 部局の長とは、前号の部局の長をいう。 

10 コンプライアンス教育とは、不正を事前に防止するために、公的研究費の運営、管理
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に関わるすべての構成員に対し、公的研究費の使用ルールやそれに伴う責任、どのような

行為が不正に当たるのかなどを理解させるために実施する教育をいう。 

11 啓発活動とは、不正を起こさせない組織風土を形成するために構成員全体に対し、不

正防止に向けた意識の向上と浸透を図ることを目的としいて実施する諸活動全般をいう。 

第２章 責任体制の明確化 

（最高管理責任者） 

第３条 本学全体を統括する最高管理責任者を学長とする。 

２ 最高管理責任者は、公的研究費の運営・管理について最終責任を負い、不正使用防止対

策の基本方針（以下「基本方針」という。）を策定・周知するとともに、これを実施する

ために必要な措置を講じる。また、第４条および第５条に規定する統括管理責任者および

コンプライアンス推進責任者が責任を持って公的研究費の運営・管理を行えるよう、適切

にリーダーシップを発揮しなければならない。 

３ 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針や具体的な不正防止対策の策定に当たって

は、重要事項を審議する教育研究評議会等において審議を主導するとともに、その実施状

況や効果等について議論を深める。 

（統括管理責任者） 

第４条 最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営・管理ならびに不正使用の防止に関し

本学全体を統括する実質的な責任と権限を持つ統括管理責任者を事務局長とする。 

２ 統括管理責任者は、前項の責務を遂行するにあたり、基本方針に基づき、本学全体の具

体的な対策を策定および実施し、コンプライアンス推進責任者に指示を与えるとともに、

本学全体における対策の実施状況を確認し、最高管理責任者に報告する。 

３ 統括管理責任者は、本学における公的研究費の適正な運営および管理ならびに不正使用

の防止のために、第15条に規定する公的研究費不正使用防止計画に基づき教職員等に対

し、公的研究費の事務処理手続きに関する教育・研修および不正使用の防止に関するコン

プライアンス教育や啓発活動等の具体的な計画を策定・実施する。 

４ コンプライアンス教育や啓発活動の実施計画については、対象、時間・回数、実施時期、

内容等を具体的に示す。 

（コンプライアンス推進責任者） 

第５条 公的研究費を取扱う各部局に、その公的研究費の運営および管理ならびに不正使用

の防止に関し実質的な責任と権限を持つ者としてコンプライアンス推進責任者を置き、当

該部局の長をもって充てる。 
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２ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、次の業務を行わなければ

ならない。 

(1) 当該部局における対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を統括管

理責任者に報告する。 

(2) 不正使用防止を図るために、当該部局の教職員等に対して定期的にコンプライアン

ス教育・啓発活動を実施し、受講状況を管理監督する。 

(3) 当該部局における公的研究費の管理と執行状況の把握を行い、必要に応じて改善を

促す。 

３ コンプライアンス推進責任者は、前項の業務を補佐する者として、コンプライアンス推

進副責任者（以下「副責任者」という。）を任命することができる。 

（職名の公表） 

第６条 この規程第３条から第５条の職名はこれを公表する。 

第３章 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

（ルールの明確化・統一化） 

第７条 統括管理責任者は、この規程のもと、公的研究費の運営・管理に関わる全ての構成

員に分かりやすい事務処理手続に関するルールを明確に定め、構成員に周知徹底し、統一

的な運用を図る。 

２ 公的研究費に係るルールと運用の実態が乖離するのを避けるため、この規程の見直しを

定期的に行い、原則、例外的処理は行わない。 

３ ルールの明確化および統一化の周知徹底を図るために、構成員対象の説明会を実施する。 

（職務権限の明確化） 

第８条 本学における構成員の権限と責任については、本学諸規程等に明確に規定されてい

るため、公的研究費の事務処理における職務権限および執行についてもその規程等を適用

し、遵守するものとする。 

（構成員の責務） 

第９条 構成員は、公的研究費を適正に使用するとともに、不正使用を行ってはならない。 

２ 構成員は、本学における公的研究費の使用に関する行動規範（以下「行動規範」という。）

およびその他関係法令等を遵守するとともに、コンプライアンス推進責任者および副責任

者の指示に従わなければならない。 

３ 構成員のうち、公的研究費の運営・管理および執行に関わるすべての者は、統括管理責

任者が実施するコンプライアンス教育を受けるとともに、前項に定める事項を誓約するた
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め、誓約書を学長に提出しなければならない。ただし、学長が、誓約書の提出を不要と認

める者は除くこととする。 

４ 前項に規定する誓約書を提出しない場合は、競争的資金等への申請を認められないほか、

公的研究費の運営・管理および執行に関わることができない。 

５ 構成員は、調査への協力要請があった場合は、これに協力しなければならない。 

（告発等の取扱い） 

第10条 最高管理責任者は、公的研究費の不正使用等について、学内外からの告発等への

迅速かつ適切な対応を行うため、総務課に通報窓口を置く。 

２ 通報窓口担当者は、告発等を受け付けた場合、速やかに最高管理責任者に報告し、その

指示に従わなければならない。 

３ 最高管理責任者は、第２項の告発等があった場合は、告発等の受付から30日以内に調

査の要否を判断し、競争的資金等を配分する機関（以下、「配分機関」という。）に報告

する。また、報道や会計検査院等の外部機関からの指摘による場合も同様とする。 

（研究費不正使用調査委員会の設置） 

第11条 最高管理責任者は、前条の告発等について調査を必要と判断した場合は、研究費

不正使用調査委員会（以下「調査委員会」という。）を設置し、不正の有無およびその内

容、関与した者および関与の程度、不正使用の相当額等について調査し、認定する。 

２ 調査委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 統括管理責任者 

(2) 総務課長（監査担当） 

(3) 地域連携・研究推進課長 

(4) 経理課長 

(5) 管財課長 

(6) 本学に属さない第三者（弁護士、公認会計士等） 若干名 

(7) 被告発者が所属する部局の教職員 若干名 

(8) その他最高管理責任者が必要と認める者 若干名 

３ 調査委員会に委員長を置き、統括管理責任者をもって充てる。 

４ 委員のうち、告発者および被告発者と直接利害関係を有する委員は審議に加わることが

できない。 

５ 調査委員会は、第１項の調査の実施に際し、調査方針、調査対象および方法について、

配分機関に報告し、協議しなければならない。 
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６ 調査委員会は、調査に当たって関係資料等の隠滅が行われる恐れがある場合には、調査

対象者の研究室等において、調査事項に関連する場所の一時閉鎖または証拠となるような

資料等を保全する措置を取ることができる。また、必要に応じて、被告発者等の調査対象

となっている者に対し、調査対象制度の公的研究費の使用停止を命ずることができる。 

７ 最高管理責任者は、原則として、告発等の受付から210日以内に、調査結果、不正発生

要因、不正に関与した者が関わる他の競争的資金における管理・監査体制の状況、再発防

止計画等を含む最終報告書を作成し、配分機関に報告するものとする。なお、当該期限ま

でに調査が完了しない場合であっても、調査の中間報告を当該配分機関に提出するものと

する。 

８ 最高管理責任者は、告発等された事案に係る配分機関の求めに応じ、調査の終了前であ

っても、調査の中間報告を当該配分機関に提出するものとする。 

９ 配分機関の求めに応じ、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案

に係る資料の提出または閲覧、現地調査に応じるものとする。 

10 調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに認定し、

配分機関に報告しなければならない。 

（調査結果の公表） 

第12条 最高管理責任者は、前条の定めによる調査の結果不正を認定した場合は、不正に

関与した者の氏名、所属、不正の内容等必要な事項について速やかに調査結果を公表する

とともに私的流用など悪質性が高い場合には、刑事告発や民事訴訟など法的な手続きをと

るものとする。ただし、合理的な理由がある場合は、不正に関与した者の氏名、所属など

を非公表とすることができる。 

（不正が行われたと認定された場合の措置） 

第13条 不正使用が認定された研究者等の処分は、本学専任教職員就業規則、特別任用教

員および有期・無期職員就業規則、非常勤講師就業規則、パート職員就業規則および懲戒

手続規程に則り行う。 

２ 最高管理責任者は、必要に応じて告発を受けた研究者等の公的研究費の使用停止を命ず

るものとする。 

（不正が行われなかったと認定された場合の措置） 

第14条 最高管理責任者は、不正が行われなかったと認定された場合、告発を受けた研究

者等の公的研究費の使用停止を解除するものとする。 

２ 最高管理責任者は、不正が行われなかったと認定された場合、告発を受けた研究者等に
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不利益が生じないための措置を講じるものとする。 

第４章 公的研究費不正使用防止計画の策定・実施 

（公的研究費不正使用防止計画） 

第15条 最高管理責任者は、公的研究費の不正使用を発生させる要因（以下「不正発生要

因」という。）を把握し、その対応のため、具体的な公的研究費の不正使用防止計画（以

下「公的研究費不正使用防止計画」という。）を策定し、自ら公的研究費不正使用防止計

画の進捗管理に努める。 

２ 最高管理責任者は、率先して不正に対応することを本学内外に公表するとともに、自ら

不正防止計画の進捗状況の管理に努めるものとする。 

（研究費不正使用防止推進室） 

第16条 最高管理責任者の下に、全学的観点から公的研究費不正使用の防止を推進するた

め、研究費不正使用防止推進室（以下「推進室」という。）を置く。 

２ 推進室は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 統括管理責任者 

(2) 副学長 

(3) 総務課長（監査担当） 

(4) 地域連携・研究推進課長 

(5) 経理課長 

(6) 管財課長 

(7) 人事課長 

(8) その他推進室が必要と認める者 

３ 推進室に室長を置き、統括管理責任者をもって充てる。 

４ 推進室は、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 公的研究費不正使用防止計画の企画および立案に関すること。 

(2) 公的研究費不正使用防止計画の推進に関すること。 

(3) 公的研究費不正使用防止計画の検証等進捗管理に関すること。 

(4) コンプライアンス教育・啓発活動等の策定・実施に関すること。 

(5) その他公的研究費不正使用防止に関すること。 

５ 推進室の事務は、関係部局の協力を得て、地域連携・研究推進課において行う。 

（公的研究費不正使用防止計画の実施） 

第17条 各部局は、主体的に公的研究費不正使用防止計画を実施するとともに、推進室と



7/9 

連携および協力するものとする。 

第５章 研究費の適正な運営・管理活動 

（経理事務の基本） 

第18条 公的研究費に係る経理事務は、学校法人四天王寺学園の経理規程その他本学関係

規程の定めるところに準じて行うものとする。 

２ 公的研究費に係る旅費の支給は、本学出張旅費規程により行うものとする。 

（経理事務の委任） 

第19条 学長は、公的研究費に係る経理事務を事務局長に委任するものとする。 

２ 事務局長は、公的研究費の出納および保管事務を経理課長に行わせるものとする。 

（公的研究費の受入） 

第20条 公的研究費の受け入れ・保管・管理は、金融機関に開設する公的研究費専用口座

で行わなければならない。 

２ 事務局長は、前項の公的研究費を受け入れたときは、その旨を研究代表者（１人で研究

を行う研究者を含む。以下同じ）に通知しなければならない。 

３ 間接経費の受け入れに関し必要な事項は、別に定める。 

（収支簿） 

第21条 経理課長は、公的研究費の出納および保管にあたっては、研究課題ごとに収支簿

を備えておかなければならない。 

（設備等の寄付） 

第22条 研究代表者および研究分担者は、公的研究費により設備等を購入したときは、た

だちに本学に寄付しなければならない。 

（書類の保管） 

第23条 経理課長は、公的研究費の収支に関する証拠書類を、その研究種目および研究課

題ごとに分類整理の上、公的研究費の交付を受けた年度終了後10年間保管しなければな

らない。 

（予算執行状況の確認等） 

第24条 事務局長は公的研究費の執行状況を随時確認し、予算執行が当初計画に比して著

しく遅れている場合は、研究者等に対して、当該状況を確認の上、必要な改善を求めるも

のとする。 

２ 研究者等は、予算の執行状況を遅滞なく把握できるよう、発注段階において支出財源の

残高を確認するものとする。 
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（発注、検収業務の原則） 

第25条 次の各号に掲げる事務は事務局においてこれを行う。ただし、図書等を除く物品

の発注で１件・１組の発注金額が５万円未満の場合は、研究者等自らが発注することがで

きる。この場合は、研究者等に発注先選択の公平性、発注金額の適正性の説明責任、弁償

責任等の会計上の責任も帰属する。 

(1) 物品等の発注 

(2) 物品等の検収（但し、特別に検査職員を命じた場合は除く。） 

(3) 非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理 

(4) 研究出張後の旅行の事実を証明する書類等の確認 

２ 前項のほか適正な執行を確保する観点から、事務局において随時に点検、確認を行うも

のとする。 

（取引業者への対応） 

第26条 不正な取引に関与した業者については、取引停止等の措置を講ずる。 

２ 本学における公的研究費に係る取引業者は、取引の内容、状況に応じ本学が求めた場合

は、所定の誓約書を本学に提出しなければならない。 

第６章 情報発信・共有化の推進 

（相談窓口） 

第27条 公的研究費に係る事務処理手続および使用ルール等に関する学内外からの相談を

受け付ける窓口（以下「相談窓口」という。）を設置するものとする。 

(1)から(6)まで 削除 

２ 相談窓口は、事務局に設置するものとし、その担当係等は公開するものとする。 

（情報発信） 

第28条 最高管理責任者は、不正防止の基本方針、取り組みおよび諸規程等を本学ホーム

ページ等により公表する。 

第７章 モニタリングの在り方 

（モニタリング） 

第29条 最高管理責任者は、公的研究費の適正かつ効率的な管理・運営を検証するために、

本学全体の視点によるモニタリング制度を整備し、実施する。 

第８章 雑則 

（所管） 

第30条 この規程の所管は、地域連携・研究推進課が行う。 
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（その他） 

第31条 この規程に定めるもののほか、公的研究費の取扱いに関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

１ この規程は、平成27年３月１日から施行する。 

２ この規程は、平成28年３月１日から施行する。 

３ この規程は、平成30年10月１日から施行する。 

４ この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

５ この規程は、令和２年４月１日から一部改正し施行する。 

６ この規程は、令和３年４月１日から一部改正し施行する。 

７ この規程は、令和３年10月１日から一部改正し施行する。 

８ この規程は、令和４年４月１日から一部改正し施行する。 

９ この規程は、令和４年６月１日から一部改正し施行する。 

 


